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2010年に建築物は世界のエネルギーの 
約32%を消費  

このままの状態が続けば、 
2050年までに2～3倍になると予想 

世界的にも建築物の対策は最重要 

2015年 環境省 IPCC 第5次評価報告書の概要－第3作業部会（気候変動緩和） 

住宅・建築は寿命が長いため 
ロックインする前に迅速な対応が必要 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル） 
第5次評価報告書 

2 
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世界共通の長期目標として2℃目標のみなら
ず1.5℃への言及  

主要排出国を含むすべての国が削減目標を５
年ごとに提出・更新すること、共通かつ柔軟
な方法でその実施状況を報告し、レビューを
受けること 

COP21（パリ協定）2015年12月13日 

2015年 環境省 国連気候変動枠組条約第21回締約国会議資料から引用 

３ 

日本は，2030年までに2013年比26%の削減
目標→本当に削減する必要がある 
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 2013年実績 2030年目安 削減割合（％） 

産業部門  429 401 7% 

運輸部門 225 163 28% 

業務部門 279 168 40% 

家庭部門 201 122 39% 

エネルギー転換部門 101 73 28% 

エネルギー起源CO2 1235 927 25% 

エネルギー起源二酸化炭素の各部門排出量の目安 
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単位：百万t-CO2 

CO2では住宅，業務部門で各々約40%削減→
省エネ＋原単位改善が必須 
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東京都環境基本計画 

2016年2月19日（金） 環境基本計画のあり方について（答申） 

2030年までに2000年比で 
   30% 温室効果ガス削減 
   38％ エネルギー消費量削減 
         30％ 再生可能エネルギー 
  

・東京都は日本の約5％のCO2排出（2013年） 
・業務用が約4割と大きい 
→スマートエネルギー都市の実現 

http://www.metro.tokyo.jp/INET/KONDAN/2016/02/DATA/40q2j101.pdf 



Department of Architecture, WASEDA University 

Green Building ー Brown Building 
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事務機器等エネルギー消費量※ １  EETC 

＋ 

＋ 

暖冷房エネルギー消費量 EsAC 

換気エネルギー消費量 EsV 

照明エネルギー消費量 EsL 

給湯エネルギー消費量 EsHW 

昇降機エネルギー消費量 EsEV 

＋ 

②設計仕様 （省エネ手法を加味） 

①共通条件（地域区分、室用途、床面積等） 

EAC 

EV 

EL 

EHW 

＋ 

＋ 

設
備
効
率
の
向
上 

 評価対象となる建築物において、①共通条件の下、②設計仕様（設計した省エネ手法を加味）で算定した値（設計一次エ
ネルギー消費量）を、③基準仕様で算定した建築設備（暖冷房、換気、照明、給湯、昇降機）に係る一次エネルギー消費量
を、事務機器等に係る一次エネルギー消費量を足した値（基準一次エネルギー消費量）で除した値が1以下となることを基
本とする。 

ET ÷  EsT  ≦ １ 

• 外皮の断熱化 
• 日射の遮蔽 

• エアフローウィンドウ・
ダブルスキンの採用 

• 熱交換換気の採用 

• 昼光利用 

• タスク＆アンビエント
照明の採用 

• 節湯型器具の採用 
• 太陽熱温水器の設置 

空調エネルギー消費量 

換気エネルギー消費量 

照明エネルギー消費量 

給湯エネルギー消費量 

太陽光発電による再生可
能エネルギー導入量等※２ 

－ 

•太陽光発電設備等の設置 

＜負荷の削減＞ ＜効率化＞ 

＜エネルギーの創出＞ 

ET 設計一次エネルギー消費量 基準一次エネルギー消費量  EsT 

EEV 
昇降機エネルギー消費量 

＋ 

建築物の一次エネルギー消費量基準の考え方 

•事務機器等の省エネ手法は考慮しない 
EETC 

事務機器等エネルギー消費量※１ 

＋ ＋ 

ES 

③
基
準
仕
様 

＋ ＋ 

7 国土交通省社会資本整備審議会・建築環境部会：http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s203_kenntikukannkyou.html 
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BELSと省エネ基準適合認定建築物マーク 

８ 
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 住宅・建築物の省エネ性能評価制度 
（EPC: Energy Performance 
Certificate）は2006年から施行さ
れており、市場に浸透 

 

 新築、売買、賃貸借時に建物オー
ナーが取引相手に対して省エネ性能
評価書を提示（義務） 

 

 25の用途（オフィスビル、店舗な
ど）、20の活動（執務室、倉庫な
ど）ごとに評価 

 

 エネルギー性能は、原則的に設計段
階における予測値により評価される 

省エネ性能評価制度（EPC） 

注釈） ①省エネ基準で規定しているCO2排出のみ対象 
 ②平均値は1995年までの約30年間の 

エネルギー消費データに基づき設定 
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国名 評価方法 

スウェーデン 計画時の評価/運用時の評価 

フィンランド 計画時の評価 

イギリス 計画時の評価/運用時の評価 

デンマーク 計画時の評価/運用時の評価 

オランダ 計画時の評価 

ベルギー 計画時の評価/運用時の評価 

ポルトガル 計画時の評価 

スペイン 計画時の評価 

フランス 計画時の評価/運用時の評価 

ドイツ 計画時の評価/運用時の評価 

ポーランド 計画時の評価/運用時の評価 

チェコ 計画時の評価 

オーストリア 計画時の評価 

イタリア 計画時の評価 

主要国のEPC評価方法 

A review of the implementation of the Energy Performance Certification Scheme in Europe, Marina  
Economidou, Expert in Energy Efficiency IEA, Paris, November 2011 
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英国のEPCサービス会社のHP 

http://www.easyepc.org/commercial-epc.html 
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EPC申請コストと罰則 
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非住宅の評価費用は，1～2ユーロ/m2 

 

国によっては5ユーロ/m2 

 

費用のばらつきの原因は不明であるが，
国の経済力とは無関係 

 

罰則がある国とない国がある 

Book: 2016 – Implementing the Energy Performance of Buildings Directive (EPBD) , January 2016から引用 
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 1992年に米国の環境保護庁
（EPA）と米国エネルギー省
（DOE）が共同で開発した、
製品、機器、住宅、業務ビル
の省エネ性能ラベリング制度 

 

 ESPMと呼ばれるエネルギー
使用量の管理ツールにより建
物用途・運用特性・エネルギ
ーデータを基に評価 

 

評価結果は、1～100で表示
される 

Energy Star 

16 

Energy Star取得建物一覧の例 Energy Star HPから引用 



LEED and ENERGY STAR 

17 17 
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Energy Star 取得ビルの状況 
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Energy Star Data Trendsから引用
http://www.energystar.gov/index.cfm?c=business.bus_energy_star_snapshot 
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Green Buttonとは 

• エネルギーデータのフォーマットと通信を規格化 

• 顧客が自身の電力利用状況を確認できるようにし、 

第三者のサービスプロパイダとのデータ共有を 

可能にする方策 

顧客は自身のポータルサイトからXMLとして 

データのダウンロードが可能 

権限を与えることでサービスプロパイダも 

グリーンボタンデータへのアクセスが可能 

 

 

アメリカ 

http://www.greenbuttondata.org/ 
19 
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建物名 

Energy Starの
レーティング 

• 最新記録日 
• ここ10日の電力消費量 
• 月積算エネルギー消費量 
• ダウンロードできるデータ 

月積算エネルギー消費量 
・エネルギーコスト 
・ガス使用量 
・電気使用量 

Green Button(米国公共建築の事例) 

http://www.buildsmartdc.com/ 

20 
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Copyright © 2015 一般社団法人建築設備技
術者協会 All Rights Reserved. 
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建物情報 

所在地 

Green Button(米国公共建築の事例) 



ZEB 

22 
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年間で消費する建築物のエネルギー量が大幅に削減 

ZEH・ZEBの定性的定義 

23 

昇降機 

給湯 

空調 

換気 

照明 

昇降機 
給湯 

空調 

換気 
照明 

削減 

Pictgram created by Muharrem Senyil, Lance Hambly from Noun Project 

ZEBとは... 

快適な室内環境の担保 

適切なエネルギー運用 

エネルギーを極力 
必要とせず、上手に使う 

1. 
省エネ 

エネルギーを創る 2. 
創エネ 

高断熱化 
日射遮蔽 

自然エネルギー利用 
高効率設備 

太陽光発電 
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50%以上省エネ（ZEB Ready）を満たした上で、 

太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、 

正味でゼロ・エネルギーを目指す 

24 

ZEB 
（正味で100%以上省エネ） 

Nearly ZEB 
（正味で75%以上省エネ） 

ZEB Ready 
（50%以上省エネ） 

昇降機 
給湯 

空調 

換気 
照明 

50%削減 

Pictgram created by Muharrem Senyil, Lance Hambly from Noun Project 

ZEBの定義 

正味で75％以上省エネを達成したものをNearly ZEB 
正味で100％以上省エネを達成したものをZEB 

ただし、 

高層の大規模建築物等では屋上面積が限られ、 
エネルギーを創ることに限界がある   ➡ 評価に考慮する必要 

＋ 
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省エネ性能と不動産価値 
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Energy Star を得ている建築物は、得ていない同等の
建築物より、財務的なパフォーマンスが大幅に良い。
市場価値は 13.5%高く、水光熱費は 10%低く、単位
面積当たりの収入は 5.9%高い，賃料は 4.8%高い，
稼働率も 1%高い 

 

オーストリア．ウイーンのおけるデータ解析を行った
ところ，EPC一段階の改善は，8% 販売価格を 
4.4%賃貸価格を向上させた． 

 

 
UNEP FI Investor Briefing, Commercial Real Estate Unlocking the energy efficiency retrofit investment opportunity, 2014 
 
European Commission (DG Energy), Energy Performance Certificates in Buildings and Their Impact on Transaction Prices 
and Rents in Selected EU Countries, 2013 
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環境不動産には，省エネによる便益に加
えて，不動産価値があるのではないか？ 
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• 2008年 米国グリーンビルディング協会 LEED認証物件と非認証物件の賃料比較1) 

 
• 2014年 UNEP Finance Initiative，Energy Star 認証物件と非認証物件の賃料比較2) 
   
• 2015年 伊藤ら，CASBEE 認証有無と賃料の比較3) 

 
• 2015年 ザイマックス，東京23区オフィスビルにおける環境認証有無と新規賃料の関係4) 

平均賃料が約13ドル高い1) 

既往研究 

【参考文献】 
1)  Miller Norn, Spivey Jay , Florance Andrew: Does Green Pay 
 Off , Journal of Real Estate Portfolio Management, 2008 
2) UNEP Finance Initiative, Commercial Real Estate Unlocking the 
energy efficiency retrofit investment opportunity,2014 
3) 伊藤 雅人: 不動産マーケットにおけるCASBEE・知的生産性評
価の経済効果, 2015.2.13 
4) 吉田 淳, 大西 順一郎: 環境マネジメントの経済性分析, ザイ
マックスの研究調査, 2015.9.30 
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環境不動産の不動産価値 

27 

 2015年 伊藤ら（三井住友信託銀行）：
CASBEE 認証有無と賃料の比較 

→CASBEE評価1ランクアップにより，約
1.7%成約賃料の上昇 
 

 
 2015年 ザイマックス：東京23区オフィス
ビルにおける環境認証有無と新規賃料の関係 

→約4.4%のプラスの影響，特に中規模ビルの
影響が高い 
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減価償却費控除前事業利益(NOI)  

不動産賃貸収入  

その他賃貸事業収入 

不動産賃貸事業費用  公租公課 

水道光熱費 

管理委託費 

修繕費 

その他 

減価償却費 

不動産賃貸事業利益  

純キャッシュフロー（NCF）＝NOI－資本的支出 

J-REIT保有オフィスを調査 

28 

有価証券報告書等の開示情報を活用し、各物件の建物情報や
賃料情報を調査可能 
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調査対象 

対象投資法人 25法人  オフィスに投資する全ての法人 

総賃貸面積  50,000 ㎡以下 

対象物件 

651件 

444件 

319件 

 全国に立地するオフィス 

 東京23区に立地するオフィス 

 都心5区（千代田区、港区、中央区、新宿区、渋谷区） 

対象時期 2014年 12月時点の直近2期分（1年分） 

小規模 ：延床面積    3,000 ㎡ 未満 
中規模 ：延床面積    3,000 ㎡～10,000 ㎡ 
大規模 ：延床面積  10,000 ㎡ 以上 

※社団法人日本ビルヂング協会連合会の定義を参考 

J-REITオ
フィス 一棟所有・共有 

区分所有 

所有形態 建物全体用途 

事務所 

複合用途 

所有形態・用途 
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解析対象法人の件数 

30 

解析法人 全国 東京 都心5区 

MCUBS MidCity投資法人 8 0 0 

SIA不動産投資法人 17 10 2 

アクティビア・プロパティーズ投資法人 11 9 7 

いちごオフィスリート投資法人 44 30 21 

インヴィンシブル投資法人 5 4 2 

オリックス不動産投資法人 39 29 19 

グローバル・ワン不動産投資法人 10 7 5 

ケネディクス・オフィス投資法人 75 54 39 

ジャパンエクセレント投資法人 28 16 10 

ジャパンリアルエステイト投資法人 62 37 29 

トップリート投資法人 10 10 9 

プレミア投資法人 23 20 15 

ユナイテッド・アーバン投資法人 36 18 14 

阪急リート投資法人 3 1 1 

森トラスト総合リート投資法人 7 5 3 

森ヒルズリート投資法人 5 5 4 

大和証券オフィス投資法人 40 36 31 

東急リアル・エステート投資法人 17 17 12 

日本ビルファンド投資法人 71 44 33 

日本プライムリアルティ投資法人 47 29 21 

日本リート投資法人 11 11 9 

福岡リート投資法人 5 0 0 

平和不動産リート投資法人 23 18 12 

野村不動産マスターファンド投資法人 54 34 21 

合計（解析対象） 651 444 319 
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東京都トップレベル事業所 
東京都「温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度」において、地球温暖化
対策が優れている事業所に対し、温室効果ガス排出総量削減義務率を緩和する制度 

トップレベル事業所 

準トップレベル事業所 

⇒ 削減義務率を1/2に 

⇒ 削減義務率を3/4に 

【評価項目】CO2削減対策の推進体制の整備、設備の管理業務、高効率機器の導入 

31 

ランク 物件名 投資法人 住所 
用途 所有形態 

（建物） 
地冷 

全体 賃貸部分 

準トップ 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーY棟 

トップ 中央区 事務所 事務所 区分所有権 有 

準トップ 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーZ棟 

トップ 中央区 事務所 事務所 区分所有権 有 

準トップ ゲートシティ大崎 日ビル 品川区 複合 複合 区分所有権（共有） 有 

準トップ アーク森ビル 森ヒルズ 港区 複合 事務所 区分所有権 有 

トップ 六本木ヒルズ森タワー 森ヒルズ 港区 複合 事務所 区分所有権（共有） 有 

準トップ 愛宕グリーンヒルズ 森ヒルズ 港区 複合 複合 区分所有権（共有） 無 

準トップ 赤坂パークビル リアル 港区 複合 複合 所有権 有 

準トップ グランパーク プレミア 港区 複合 複合 所有権（共有） 有 

トップ 赤坂ガーデンシティ エク 港区 複合 事務所 区分所有権（一部共有） 有 
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トップレベル事業所の分析 

年間水道光熱費 年間NOI 

32 

R² = 0.7131
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• トップレベル・準トップレベル物件はNOIが高い 
• 一例を除き，水道光熱費は認定有無による差が少ない 

NOIが高い物件は，入居テナントの企業活動も活発なため水道光熱費も高
くなるが，トップレベル事業所は省エネルギー性が高く、非認定物件と水
道光熱費は同程度になったと推測できる． 

R² = 0.6963
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CO2排出量原単位 
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大規模事業所・・・エネルギー使用量が、原油換算で年間1,500kL以上 

温室効果ガス排出量（t-CO2）公開 J-REIT保有オフィスの物件情報 

CO2排出量原単位と水道光熱費原単位の関係を調査 

• 解析対象：一棟所有もしくは共有のオフィス 

• 調査対象物件：11件 

• 調査時点：2013年度 

物件名 住所 
投資法
人 

所有形態 
（建物） 

用途 
地冷 

全体 賃貸部分 
赤坂パークビル 港区 リアル 所有権 複合 複合 有 

新宿野村ビル 新宿区 野村 所有権（準共有） 複合 複合 有 
渋谷クロスタワー 渋谷区 リアル 所有権 複合 複合 無 
芝ＮＢＦタワー 港区 日ビル 所有権 複合 複合 無 

ＮＢＦ日比谷ビル 千代田区 日ビル 所有権 複合 複合 有 
二番町ガーデン 千代田区 リアル 所有権（共有） 複合 複合 無 

ＮＢＦプラチナタワー 港区 日ビル 所有権（共有） 複合 複合 無 
北の丸スクエア 千代田区 リアル 所有権 複合 複合 無 

晴海フロント 中央区 リアル 所有権 複合 複合 無 
山王グランドビル 千代田区 リアル 所有権（共有） 事務所 事務所 無 

世田谷ビジネススクエア 世田谷区 東急 所有権（共有） 事務所 事務所 有 
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大規模事業所（一棟所有・共有） 
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• CO2排出量と水道光熱費には概ね相関 
• Cビル→この地区のみの熱供給，イニシャルコスト，熱源
機械室面積減少など経済的なメリットを加味して評価す
る必要がある 
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ランク 物件名 投資法人 住所 
用途 所有形態 

（建物） 
地冷 

全体 賃貸部分 

準トップ 
パナソニック東京汐留ビ
ル 

日ビル 港区 
事務
所 

事務所 区分所有権 有 

準トップ ゲートシティ大崎 日ビル 品川区 複合 複合 区分所有権（共有） 有 

準トップ アーク森ビル 森ヒルズ 港区 複合 事務所 区分所有権 有 

トップ 六本木ヒルズ森タワー 森ヒルズ 港区 複合 事務所 区分所有権（共有） 有 

準トップ 愛宕グリーンヒルズ 森ヒルズ 港区 複合 複合 区分所有権（共有） 無 

準トップ 赤坂パークビル リアル 港区 複合 複合 所有権 有 

準トップ グランパーク プレミア 港区 複合 複合 所有権（共有） 有 

トップ 赤坂ガーデンシティ エク 港区 複合 事務所 
区分所有権（一部
共有） 

有 

トップレベル事業所認定とCO2排出量 
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• 解析対象：東京都の大規模事業所に 指定されたJ-REIT保有オフィス 
       （一棟所有・共有および区分所有も含む） 

• 調査時点：2013年度 

認証物件一覧 

※晴海アイランドトリトンスクエア全棟の合計のみ記載されており、
オフィスタワーY棟およびZ棟は解析対象外 

• 調査対象物件：36件 （トップ・準トップが8件） 
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CO2排出量原単位の平均値 
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R² = 0.7088
R² = 0.7779
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• CO2排出量原単位は認定の有無に関わらず、基準年に対し
て約30％減少（認証8件、非認証28件を平均） 

 
• トップレベル認定物件でも削減が行われている→省エネ努
力が行われている． 

トップレベル事業所認定の有無による水道光熱費の差はない 
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CASBEE：全物件 
年間水道光熱費 年間NOI 
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• CASBEE認証物件は，NOIが高い 
• Sビル、Jビル、Mビルは地冷有 
• これらを除くと，年間水道光熱費は同等 
• Sビルは飲食・物販の影響が大きい可能性 
→NOIが高いビルでは入居企業の活動も活発と考えられるた
め，同程度の年間光熱水費であることは省エネ性能にも優れて
いることを示している 
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まとめ 
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• 東京都トップレベル・準トップレベル事業所，CASBEE
認証物件は非認証物件と比較してNOI（減価償却費控除
前事業利益）が高い→環境不動産の価値は高い 
 

• 水道光熱費は一部を除いて非認証物件と同程度→環境性
能も高い 
 

• 地域冷暖房物件では年間水道光熱費原単位が高い場合が
ある→イニシャルコスト，運営費，熱源面積などが少な
くなるため総合的な評価が必要，今後要検討 
 

• トップレベル・準トップレベル事業所においてもCO2排
出量は非認証物件と同等に削減が行われている→運用努
力が行われている 
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引用：IEA, World Energy Outlook 2013 (12 November 2013) 
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インドに2030年にある住宅・建築物の7割は、今存在しない 


